
証券コード：3454

第21回定時株主総会招集ご通知

開催日時 2025年２月27日（木曜日）午前10時
受付開始時刻 午前９時30分

開催場所 東京都千代田区丸の内二丁目７番２号
ＪＰタワー・ＫＩＴＴＥ４階
ＪＰタワー ホール＆カンファレンス ホール１

決議事項 議 案 取締役６名選任の件
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◎本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面を
お送りいたしますが、電子提供措置事項のうち、事業報告の「新株予約権等の状況」、「業務の適正を確保す
るための体制の整備に関する事項」及び「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」、連結計算書
類の「連結注記表」並びに計算書類の「貸借対照表」、「損益計算書」、「株主資本等変動計算書」及び「個別
注記表」につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、当該書面に記載しておりません。
なお、監査役および会計監査人は上記事項を含む監査対象書類を監査しております。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正
後の事項を掲載いたします。

◎議決権行使書面において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱
いいたします。

◎インターネット等と議決権行使書面により、重複して議決権を行使された場合は、インターネット等による
議決権行使を有効なものとして取り扱わせていただきます。

◎インターネット等により、複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使されたものを有効な議決
権行使として取り扱わせていただきます。

◎株主総会決議ご通知につきましては、書面によるご送付に代えて、以下の当社ウェブサイトに掲載させてい
ただきますので、ご了承くださいますようお願い申しあげます。

当社ウェブサイト https://www.firstbrothers.com/ir/meeting.html

2025年01月28日 17時20分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20241223_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告
書

1

証券コード 3454
株主各位 2025年２月６日

（電子提供措置の開始日2025年２月３日）
東京都千代田区丸の内二丁目４番１号

ファーストブラザーズ株式会社
代表取締役社長 吉 原 知 紀

第21回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第21回定時株主総会を下記の通り開催いたしますので、ご通知申しあげます。
本株主総会につきましては、インターネット等又は書面によって議決権を行使することができますので、

株主総会参考書類をご検討のうえ、2025年２月2６日（水曜日）午後６時までにご行使くださいますよう
お願い申しあげます。

敬 具
記

1 日時 2025年２月27日（木曜日）午前10時
※受付開始時刻は、午前９時30分を予定しております。

2 場所 東京都千代田区丸の内二丁目７番２号 ＪＰタワー・ＫＩＴＴＥ４階
ＪＰタワー ホール＆カンファレンス ホール１
※末尾の会場ご案内図をご参照ください。

3 目的事項 報告事項 （１）第21期（2023年12月１日から2024年11月30日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類
監査結果報告の件

（２）第21期（2023年12月１日から2024年11月30日まで）計算書類報告の件
決議事項 議 案 取締役６名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

◎株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。
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＜株主総会参考書類等のウェブサイト掲載について＞
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子
提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかの
ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

【当社ウェブサイト】 https://www.firstbrothers.com/ir/meeting.html

【株主総会資料 掲載ウェブサイト】 https://s.srdb.jp/3454/

【東京証券取引所ウェブサイト
（東証上場会社情報サービス）】 https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ファーストブラザーズ」又は「コ
ード」に当社証券コード「3454」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、
「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）
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議 決 権 行 使 書
御中○○○○

××××年　×月××日

○○○○○○○

）
線
取
切
（

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

※議決権行使書用紙はイメージです。

こちらに議案の賛否をご記入ください。
議　　　案

反対する候補者の番号を
ご記入ください。

「賛」の欄に〇印

「賛」の欄に〇印をし、
「否」の欄に〇印

● 全員賛成の場合
● 全員反対する場合

● 一部の候補者を反対する場合

3

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネット等で
議決権を行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。

次ページの案内に従って、議案の賛否
をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案の賛否をご表
示のうえ、ご返送ください。

日 時 行使期限 行使期限

2025年２月27日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時30分）

2025年２月26日（水曜日）
午後６時入力完了分まで

2025年２月26日（水曜日）
午後６時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
インターネット等及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネ
ット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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「次へすすむ」を
クリック

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

4

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

１ 議決権行使ウェブサイトにアクセスして
ください。

２ 議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

３ 議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

４ 以降は画面の案内に従って賛否をご入力
ください。

パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用できない場合があります。

インターネットによる議決権行使に関するお問い合せ 機関投資家の皆様へ

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120−652−031（フリーダイヤル）

（受付時間 ９：00〜21：00）

機関投資家の皆様に関しましては、本総会につき、株式会
社ICJの運営する「議決権電子行使プラットフォーム」か
ら電磁的方法による議決権行使を行っていただくことも可
能です。
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5

議 案 取締役６名選任の件
取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役６名の選任をお願いす

るものであります。
取締役候補者は、次のとおりであり、会社経営や当社事業全般に関する理解、経験、能力等のバランスを

総合的に判断し、その職務と責任を全うできると判断した人物とすることを基本方針としております。
なお、取締役候補者の選任案については、構成員の過半数を独立社外取締役とする指名・報酬委員会の助

言・提言を踏まえ、取締役会で決定しております。
候補者
番 号 氏 名 性別 現在の当社における地位 取締役会への

出席状況

１ 再 任
よし はら とも き
吉 原 知 紀 男性 代表取締役社長 19/19回

（100%）

２ 再 任
つじ の かず たか
辻 野 和 孝 男性 取締役 19/19回

（100%）

３ 再 任
おお にし み
大 西 みな海 女性 取締役 14/14回

（100%）

４ 再 任
た むら こうたろう
田 村 幸太郎 男性 取締役 19/19回

（100%）

５
再 任

社 外

独 立

うす い みつ ひろ
薄 井 充 裕 男性 社外取締役 19/19回

（100%）

６
再 任

社 外

独 立

いわ した ただし
岩 下 正 男性 社外取締役 13/14回

（92.9%）

再 任 再任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所の定めに基づく独立役員

（注）上記の取締役会への出席状況のほか、会社法第370条及び当社定款第24条第２項の規定に基づき、取締役会決議があった
ものとみなす書面決議が５回ありました。なお、大西みな海氏及び岩下正氏の取締役会出席回数は、2024年２月28日就
任以降のものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

１

よし はら とも き
吉 原 知 紀
（1970年５月18日）

再 任
取締役在任年数：21年

1993年 4 月 三井信託銀行株式会社（現 三井住友信託銀行株式会社）
入社

2001年 5 月 株式会社モルガン・スタンレー・プロパティーズ・ジャ
パン（現 モルガン・スタンレー・キャピタル株式会社）
入社

2004年 2 月 当社代表取締役社長就任（現任）
2008年11月 エフビープロパティーズ株式会社（現 ファーストブラ

ザーズキャピタル株式会社）代表取締役社長就任
2011年 6 月 エフビーエーエム準備会社株式会社（現 ファーストブ

ラザーズ投資顧問株式会社）代表取締役社長就任
2023年 4 月 フロムファーストホテルズ株式会社代表取締役社長就任

7,316,000株

（取締役候補者とした理由）
当社グループの創業者として、当社設立時より代表取締役社長として当社の経営を担っ
ております。これまでの当社経営に関する豊富な経験・見識と強いリーダーシップによ
り、当社グループ経営の推進とさらなる企業価値の向上に貢献できるものと判断したた
め、引き続き取締役としての選任をお願いするものです。

２

つじ の かず たか
辻 野 和 孝
（1968年12月５日）

再 任
取締役在任年数：16年９ヶ月

1991年 4 月 三井信託銀行株式会社（現 三井住友信託銀行株式会社）
入社

2001年 5 月 株式会社モルガン・スタンレー・プロパティーズ・ジャ
パン（現 モルガン・スタンレー・キャピタル株式会社）
入社

2003年 9 月 青山リアルティー・アドバイザーズ株式会社取締役就任
2006年 2 月 当社入社
2008年 5 月 当社取締役就任 リスクマネジメント部部長代理
2009年12月 当社取締役 リスクマネジメント部長
2011年12月 当社取締役 総務部長
2015年 6 月 当社取締役 総務部長兼社長室長
2020年 3 月 ファーストブラザーズディベロプメント株式会社代表取

締役社長就任（現任）
2023年12月 当社取締役 総務部長
2024年２月 当社取締役 経営管理部長（現任）
（重要な兼職の状況）
ファーストブラザーズディベロプメント株式会社代表取締役社長

139,600株

（取締役候補者とした理由）
不動産投資分野における豊富な経験・実績を有するとともに、取締役として長年にわた
り当社経営管理部門を管掌し、当社グループの経営管理に関し豊富な経験・実績を有し
ております。これらを活かすことで、当社グループの持続的な企業価値の向上に貢献で
きるものと判断したため、引き続き取締役としての選任をお願いするものです。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

３

おお にし み
大 西 みな海
（1994年７月30日）

再 任
取締役在任年数：１年

2017年10月 ケン不動産リース株式会社（現 株式会社ケン・ホテル
＆リゾートホールディングス）入社

2021年 4 月 株式会社テイクアンドギヴ・ニーズ入社 株式会社
TRUNK出向

2022年 2 月 当社入社 ファーストブラザーズキャピタル株式会社出
向

2022年12月 当社社長室 マネジャー
2023年11月 当社社長室 執行役員
2024年２月 当社取締役就任（経営企画部管掌 現任）

−

（取締役候補者とした理由）
当社入社以来、不動産投資事業及び施設運営事業に携わるとともに、当社グループのコ
ーポレートアイデンティティの浸透及びブランディングに尽力しております。これらを
活かすことで、当社グループの持続的な企業価値の向上に貢献できるものと判断したた
め、引き続き取締役としての選任をお願いするものです。

４

た むら こうたろう
田 村 幸太郎
（1957年１月31日）

再 任
取締役在任年数：19年５ヶ月

1983年 4 月 弁護士登録
1985年 4 月 牛島法律事務所（現 牛島総合法律事務所）入所
1990年 1 月 同所パートナー就任（現任）
2005年 9 月 当社取締役就任（現任）
2008年 9 月 プルデンシャル・リアルエステート・インベスターズ・

ジャパン株式会社（現 ＰＧＩＭリアルエステート・ジ
ャパン株式会社）監査役就任（現任）

2018年10月 株式会社センターポイント・ディベロップメント監査役
就任（現任）

（重要な兼職の状況）
牛島総合法律事務所パートナー
ＰＧＩＭリアルエステート・ジャパン株式会社監査役

40,000株

（取締役候補者とした理由）
弁護士としての専門知識と、国土交通省不動産投資市場政策懇談会座長を務める等、不
動産投資分野における卓越した見識と豊富な経験を有することから、当社グループの健
全かつ効率的な経営の推進に貢献されるものと判断したため、引き続き取締役としての
選任をお願いするものです。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況 所有する

当社株式の数

５

うす い みつ ひろ
薄 井 充 裕
（1953年６月６日）

再 任 社 外 独 立
社外取締役在任年数：３年

1977年 4 月 日本開発銀行（現 株式会社日本政策投資銀行）入行
2008年10月 同行常務執行役員就任
2009年 6 月 同行取締役常務執行役員（経営企画担当）就任
2012年 6 月 株式会社日本政策投資銀行設備投資研究所長就任
2014年 9 月 中央大学総合政策学部客員教授就任
2015年 6 月 新むつ小川原株式会社代表取締役社長就任
2015年 6 月 株式会社東日本銀行社外取締役就任
2016年 7 月 一般社団法人クリエイティブタウン推進機構共同理事長

就任（現任）
2022年 2 月 当社社外取締役就任（現任）
（重要な兼職の状況）
一般社団法人クリエイティブタウン推進機構共同理事長

−

（社外取締役候補者とした理由
及び期待される役割の概要）

長年にわたり金融及び大規模プロジェクトに携わってきた経験を活かし、当社グループ
のマネジメント体制とガバナンス体制の強化に貢献されるものと判断したため、引き続
き社外取締役としての選任をお願いするものです。企業経営、金融、地方創生等に関す
る豊富な経験と高い見識をもとに、幅広い見地から経営の妥当性・適正性を確保するた
めの助言・提言をいただくことを期待しております。

６

いわ した ただし
岩 下 正
（1948年１月１日）

再 任 社 外 独 立
社外取締役在任年数：１年

1970年 4 月 大蔵省（現 財務省）入省
1993年 6 月 同省大臣官房調査企画課長就任
1994年 4 月 内閣総理大臣秘書官（事務担当）就任
1996年 7 月 外務省在アメリカ合衆国日本国大使館公使就任
1999年 7 月 大蔵省国際局次長就任
2002年 7 月 財務省財務総合政策研究所長就任
2003年 4 月 国際協力銀行理事就任
2006年11月 株式会社ローン・スター・ジャパン・アクイジッション

ズ会長就任
2012年10月 当社顧問就任
2018年 6 月 株式会社ローソン銀行代表取締役会長就任
2023年 4 月 株式会社国際危機管理機構社外取締役就任（現任）
2024年２月 当社社外取締役就任（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社国際危機管理機構社外取締役

−

（社外取締役候補者とした理由
及び期待される役割の概要）

金融行政及び金融業界における豊富な経験や幅広い見識等を有していることから、社外
取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断したため、引き続き社外取締役とし
ての選任をお願いするものです。金融行政及び金融業界における経験等を当社の経営に
活かし、業務執行を行う経営陣から独立した客観的な視点から、経営の妥当性・適正性
を確保するための助言・提言をいただくことを期待しております。
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（注）１．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．吉原知紀氏は、当社の親会社等に該当します。

同氏は、同氏の子会社等である有限会社エーシーアイにおいて代表取締役社長の地位にあります。
そのほか、取締役候補者の現在又は過去10年間の親会社等（吉原知紀氏）又はその子会社等での業務執行者
としての地位及び担当は、上記表中の「略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況」に含めて記載しており
ます。また、上記に含まれないものとしては、以下のとおりです。
吉原知紀氏は、株式会社応実堂及び株式会社鐵扇の代表取締役社長並びに株式会社東日本不動産の取締役を兼
務しております。また、過去10年間においては、エフビー企業投資株式会社、Ａｌｌｅｙ株式会社、株式会
社マナティー箱根（現 株式会社箱根七瀬）及びゆふいん月燈庵株式会社の代表取締役社長、ファーストブラ
ザーズキャピタル株式会社及びファーストブラザーズ投資顧問株式会社の取締役、株式会社東日本不動産の取
締役会長並びに鎌倉青山合同会社の職務執行者を兼務しておりました。
辻野和孝氏は、ファーストブラザーズキャピタル株式会社の取締役リスクマネジメント部長、ファーストブラ
ザーズ投資顧問株式会社の取締役内部監査室長兼リスクマネジメント部長、株式会社東日本不動産の取締役経
営管理部長兼リスクマネジメント部長及びSEJ VII合同会社の職務執行者を兼務しております。また、過去10
年間においては、ファーストブラザーズ投資顧問株式会社の投資運用部長並びにエフビー企業投資株式会社及
び富士ファシリティサービス株式会社（現 桜門地所株式会社）の取締役を兼務しておりました。

３．薄井充裕氏及び岩下正氏は、社外取締役候補者であります。
４．当社は、田村幸太郎氏、薄井充裕氏及び岩下正氏の間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社
法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、各氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する
予定であります。

５．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当
社取締役を含む被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みます）に起因して損害賠償
請求された場合に被る損害を当該保険契約によって塡補することとしております（ただし、被保険者の職務の
執行の適正性が損なわれないようにするため、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員等自身
の損害の場合を除きます）。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となりま
す。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

６．当社は、薄井充裕氏及び岩下正氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりま
す。両氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き両氏を独立役員とする予定であります。
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（ご参考）取締役に期待する分野（本総会終結後の予定）

議案が承認可決された場合の当社取締役の地位（予定）及び主に期待する分野は次のとおりとなります。

氏名 地位
期待する分野

企業経営 マーケティング
営業

財務戦略
会計

人事
組織開発

法務
リスク管理

ブランディング
企業理念

IT
デジタル

吉 原 知 紀 代表取締役社長 ● ● ● ● ●

辻 野 和 孝 取 締 役 ● ● ● ● ●

大 西 みな海 取 締 役 ● ● ● ●

田 村 幸太郎 取 締 役 ● ●

薄 井 充 裕 社 外 取 締 役 ● ● ●

岩 下 正 社 外 取 締 役 ● ● ●

（注）上記一覧は、各人の有する全ての知見を表すものではありません。
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11

1 当社グループの現況
（1）当事業年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果

当社グループでは、現在、投資運用事業、投資銀行事業及び施設運営事業を収益の柱としています。これら
の事業を推進し、当連結会計年度の業績は、売上高16,865百万円（前期比24.3％減）、営業利益2,838百万円
（前期比36.4％減）、経常利益2,193百万円（前期比42.8％減）、親会社株主に帰属する当期純利益1,416百万
円（前期比55.5％減）となりました。
セグメントの業績は、次のとおりであります。

（投資運用事業）
投資運用事業は投資家から資金を預かり、主に都心・大型の不動産に投資・運用を行うファンドビジネスで

す。当連結会計年度における主にファンドの投資対象となる都心・大型の不動産売買市場は、引き続き投資家
の投資意欲は高いものの国外不動産市場の動向や長期金利上昇傾向等から慎重を要する取引環境でした。その
ため、当社が主体的に組成するファンドでも新規取得はありませんでした。一方、投資家からの求めに応じ、
期中管理業務受託をしている不動産については、質の高いサービスを提供することで、アセットマネジメント
フィーを受領しております。
当連結会計年度はアセットマネジメント業務報酬を受領しましたが、前年に比べグループ内のSPCからの業務

受託報酬がなかったこと等から、売上高は194百万円（前期比79.2％減）、営業利益は113百万円（前期比
85.7％減）となりました。

（投資銀行事業）
投資銀行事業は自己勘定で投資・運用するビジネスです。現在は主に中小型の賃貸不動産を投資対象として

おり、首都圏のみならず全国を投資対象とすることで良質な不動産を厳選・取得し、ポートフォリオの利回り
を確保しています。期中運用においては物件が持つ個別性からストーリーを描き、価値が最大化されるよう
様々な施策を行います。また、時機を逃さず物件価値が最大化されたタイミングで売却を行い、得られた売却
益を新たな物件の取得原資として活用し、ポートフォリオの規模を持続的に拡大・成長させるとともに、新た
な成長投資にも振り向けております。
当連結会計年度においては、国内外の金利動向をはじめとする経済情勢が大きく変化する中で、慎重な投資

判断を行いました。

2025年01月28日 17時20分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20241223_01）



12

結果、当連結会計年度においては、保有する不動産の収益性を向上させる施策を実施し、賃貸収益が増加し
ましたが、前年度のような大型かつ利益率の高い不動産売却がなかったこと等から、売上高は15,115百万円
（前期比26.3％減）、営業利益は3,787百万円（前期比24.2％減）となりました。

（施設運営事業）
施設運営事業は宿泊施設（ホテル、旅館）等の運営を行うビジネスです。旅行・ホテル市場におきましては、

堅調な日本人の旅行・観光需要に加えて訪日外国人観光客の増加等宿泊需要の回復が継続している一方で、物
価上昇に伴う原材料費の上昇や人手不足などオペレーションを取り巻く環境には厳しさも見られました。この
ような中、観光需要の回復等により特にインバウンドを追い風とした施設においては増収となる等着実な成果
があったものの、のれん償却による費用負担やオペレーションコストの上昇等もあり、売上高は1,691百万円
(前期比6.1％増）、営業損失は139百万円（前期は191百万円の損失）となりました。

② 設備投資の状況
当連結会計年度において実施しました設備投資の総額は、4,800百万円であります。その主なものは、投資

銀行事業における賃貸不動産等の取得4,395百万円であります。

③ 資金調達の状況
当社グループは、当連結会計年度におきまして、不動産（不動産信託受益権を含む）の取得資金等として、

金融機関より短期借入金286百万円、長期借入金9,738百万円の資金調達を行いました。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の株式その他の持分の取得又は処分の状況
Alley株式会社につきましては、2024年８月５日付で清算結了したことから、当社の連結子会社でなくなり

ました。
平川門管理合同会社につきましては、2024年10月31日付で匿名組合契約が終了したことから、当社の連結

子会社でなくなりました。
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（2）直前３事業年度の財産及び損益の状況
① 当社グループの財産及び損益の状況

区 分 第 18 期
（2021年11月期）

第 19 期
（2022年11月期）

第 20 期
（2023年11月期）

第 21 期
（当連結会計年度）
（2024年11月期）

売 上 高 （千円） 26,685,474 14,284,494 22,268,896 16,865,791

経 常 利 益 （千円） 4,379,936 1,356,888 3,837,941 2,193,677
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 （千円） 2,795,363 1,180,361 3,186,895 1,416,957

１株当たり当期純利益 （円） 199.34 84.17 227.26 101.04

総 資 産 （千円） 82,551,738 87,643,529 89,940,670 89,141,585

純 資 産 （千円） 20,809,990 21,646,338 24,427,898 24,907,104

１株当たり純資産 （円） 1,476.71 1,536.28 1,734.48 1,768.33
（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき、１株当たり純資産は、自己株式を

控除した期末発行済株式総数に基づき算出しております。
２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第19期の期首から適用しており、第

19期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

② 当社の財産及び損益の状況

区 分 第 18 期
（2021年11月期）

第 19 期
（2022年11月期）

第 20 期
（2023年11月期）

第 21 期
（当事業年度）

（2024年11月期）

売 上 高 （千円） 3,782,784 2,017,152 4,036,136 2,478,443

経 常 利 益 （千円） 2,836,830 1,036,361 2,926,954 1,463,096

当 期 純 利 益 （千円） 2,036,943 814,867 2,645,581 1,035,211

１株当たり当期純利益 （円） 145.25 58.11 188.66 73.82

総 資 産 （千円） 34,216,015 38,406,547 38,775,783 36,530,194

純 資 産 （千円） 18,265,472 18,716,308 20,950,639 21,044,121

１株当たり純資産 （円） 1,302.51 1,334.66 1,493.99 1,500.55
（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき、１株当たり純資産は、自己株式を

控除した期末発行済株式総数に基づき算出しております。
２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第19期の期首から適用しており、第

19期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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（3）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資本金
（千円）

当社の議決権比率
（間接所有割合） 主要な事業内容

ファーストブラザーズキャピタル株式会社 100,000 100.0％ 投資銀行事業

ファーストブラザーズ投資顧問株式会社 50,000 100.0 投資運用事業

ファーストブラザーズディベロプメント株式会社 100,000 100.0 投資銀行事業

株式会社東日本不動産 50,000 99.5 投資銀行事業

フロムファーストホテルズ株式会社 50,000 100.0 施設運営事業

③ 親会社等との間の取引に関する事項
該当事項はありません。
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（4）対処すべき課題
当社グループは、以下の項目を対処すべき課題として認識しております。

①収益獲得機会の多様化について
当社グループは、創業時においては投資運用事業(アセットマネジメント業務)を中心に投資家から資金を預

かり、投資・運用を行ってきました。株式上場以降はファンドが投資対象とする大型物件の取得競争の激化を
踏まえ、自己勘定投資に主軸を移し市場に流通量の多い中小型物件のうち、中長期的に安定収益が見込める賃
貸不動産を厳選して取得し、運用中は様々な手法を駆使して物件価値の向上を図り、売却益と賃貸収益を獲得
してきました。直近ではコロナ禍を契機として宿泊施設への投資を行っております。
このように当社グループは市場の変化に対応しながら、収益機会を探索・企画・実行してきました。今後も

既存の収益機会のみに留まることなく、これまで培ってきた投資や運営力を活用し新たな不動産投資領域の拡
大を図ってまいります。

②事業領域の拡大について
当社グループは創業当初、不良債権処理という社会的課題に対し、不動産流動化という手法を用いて社会課

題の解決を図りつつ収益を獲得してきました。また、現在の主要事業である自己勘定投資においては、透明性
や流動性が低い不動産の価値を顕在化させることで収益を獲得しております。
このように当社グループは既存の業界慣習を見直し、従来のやり方に捉われないアプローチで課題に取り組

むことで成果を上げてきました。
現在は、再生可能エネルギー分野への投資や自社での施設運営にも取り組んでおりますが、今後もグループ

全体の更なる発展に向け、当社グループの強みを活かし、不動産以外の周辺領域へも積極的に目を向け、行動
量を増やすことで新たな気付きを得ながら、事業領域の拡大を図ってまいります。
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③優秀な人材の確保と社内育成について
収益獲得機会の多様化や事業領域の拡大を進めるためには、既に当社で活躍している人材に加え、成長意欲

の高い人材を積極的に採用し、社内教育を通じて育成していくことが重要な課題であると認識しております。
そのために社員が仕事に打ち込み成長できる環境を提供し、モチベーションを高める取り組みを強化してまい
ります。
また、当社グループでは、若年層を重要な役割に積極的に登用しており、従来の視点に囚われない柔軟な発

想やアプローチが、今後の市場環境の変化への対応において大きな強みになると考えております。

株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。
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（5）主要な事業内容（2024年11月30日現在）

事業区分 事業内容

投 資 運 用 事 業
主に不動産又は不動産信託受益権を投資対象として私募ファンドの形式で顧客の資産運用を行
う事業であり、投資戦略の企画・立案、アクイジション（投資案件の取得）、投資期間中の運
用、ディスポジション（投資案件の売却）等

投 資 銀 行 事 業
当社グループが投資主体となって投資活動を行う事業であり、安定収益が見込める賃貸不動産
への投資を主軸に、既存事業のプラットフォームや強みを活かしたプライベートエクイティ投
資、再生可能エネルギーをはじめとする社会インフラへの投資の他、当社グループの組成する
私募ファンドへの共同投資（セイムボート投資）等

施 設 運 営 事 業 ホスピタリティサービスを中長期的視点で提供することを目的とした宿泊施設等のオペレーシ
ョン（施設運営）等

（6）主要な営業所（2024年11月30日現在）
① 当社

本社 東京都千代田区

② 子会社
ファーストブラザーズキャピタル株式会社 東京都千代田区
ファーストブラザーズ投資顧問株式会社 東京都千代田区
ファーストブラザーズディベロプメント株式会社 東京都千代田区
株式会社東日本不動産 青森県弘前市
フロムファーストホテルズ株式会社 東京都千代田区
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（7）使用人の状況（2024年11月30日現在）
① 当社グループの使用人の状況

事業区分 使用人数 前連結会計年度末比増減
投資運用事業・投資銀行事業・
施 設 運 営 事 業 ・ そ の 他 136名 3名減

全 社 （ 共 通 ） 24名 9名減
合計 160名 12名減

（注）１．使用人数は就業人員（契約社員を含む。）であり、使用人兼務役員及び臨時従業員は含んでおりません。
２．当社グループは一部を除きセグメントごとの組織としておらず、同一の使用人が複数の事業に従事しております。
３．全社（共通）として記載されている使用人数は、総務及び経理等の管理部門の使用人であります。

② 当社の使用人の状況
使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
29名 1名減 41.8歳 5.1年

（注）１．使用人数は就業人員（契約社員を含む。）であり、使用人兼務役員は含んでおりません。

（8）主要な借入先の状況（2024年11月30日現在）

借入先 借入額
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 12,246,511千円
株 式 会 社 横 浜 銀 行 3,875,871千円
株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 3,374,440千円
株 式 会 社 静 岡 銀 行 3,007,111千円

（9）その他当社グループの現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2 会社の現況
（1）株式の状況（2024年11月30日現在）

① 発行可能株式総数 46,000,000株

② 発行済株式の総数 14,445,000株（うち自己株式420,710株）

③ 株主数 8,901名
④ 大株主（上位11名）

株 主 名 持株数 持株比率

吉原 知紀 7,316,000株 52.17％

有限会社エーシーアイ 775,300 5.53

ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ 730,800 5.21

ＰＨＩＬＬＩＰ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ ＣＬＩＥＮＴＳ（ＲＥＴＡＩＬ） 679,000 4.84

堀田 佳延 420,000 2.99

辻野 和孝 139,600 1.00

鈴木 智博 89,200 0.64

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 75,900 0.54

清原 達郎 40,900 0.29

田村 幸太郎 40,000 0.29

松本 文方 40,000 0.29

（注）１．当社は、自己株式を420,710株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
該当事項はありません。
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（2）会社役員の状況
① 取締役及び監査役の状況（2024年11月30日現在）

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 吉 原 知 紀

取 締 役 辻 野 和 孝 経営管理部長
ファーストブラザーズディベロプメント株式会社代表取締役社長

取 締 役 大 西 みな海 経営企画部管掌

取 締 役 田 村 幸太郎 牛島総合法律事務所パートナー
ＰＧＩＭリアルエステート・ジャパン株式会社監査役

取 締 役 薄 井 充 裕 一般社団法人クリエイティブタウン推進機構共同理事長

取 締 役 岩 下 正 株式会社国際危機管理機構社外取締役

常 勤 監 査 役 杉 俊 弘 ファーストブラザーズ投資顧問株式会社監査役

監 査 役 臼 井 丈 司法書士臼井事務所所長

監 査 役 金 田 好 広 金田好広税理士事務所所長

（注）１．取締役薄井充裕氏及び取締役岩下正氏は、社外取締役であります。
２．常勤監査役杉俊弘氏、監査役臼井丈氏及び監査役金田好広氏は、社外監査役であります。
３．監査役金田好広氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
４．当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。
５．監査役土田猛氏は、2024年2月28日開催の第20回定時株主総会終結の時をもって辞任いたしました。
6．取締役吉原知紀氏は、2024年8月1日をもって、フロムファーストホテルズ株式会社代表取締役を辞任しておりま

す。

② 責任限定契約の内容の概要
当社と各取締役（業務執行取締役等を除く。）及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
各取締役（業務執行取締役等を除く。）及び各監査役の当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第

425条第１項に定める最低責任限度額としております。
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③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しておりま

す。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び当社子会社の役員並びに従業員であり、被保険者は保険料を負
担しておりません。当該保険契約により被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含みま
す。）に起因して損害賠償請求された場合に被る損害が塡補されることとなります。
ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、贈収賄などの犯罪行為や意図的に

違法行為を行った役員等自身の損害の場合には塡補の対象としないこととしております。

④ 取締役及び監査役の報酬等
イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2023年６月23日開催の取締役会において、取締役の報酬の額に係る取締役会の機能の独立性・
客観性と説明責任を強化することを目的として、「指名・報酬委員会規程」を定め、取締役会の諮問機関とし
て、指名・報酬委員会を設置しました。これに伴い、改めて取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方
針を決議しております。
当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の額は、取締役会の一任を受けた代表取締役社長の吉原 知紀

が決定しておりますが、決定にあたっては、指名・報酬委員会の助言・提言を踏まえて決定しており、当事
業年度に係る取締役の個人別の報酬等は当該方針に沿うものであると判断しております。
取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

当社の取締役の報酬は、固定額の金銭報酬のみを月例で支給するものとし、当該報酬の額は、各取締役の
貢献度や会社の業績等を勘案して決定するものとする。
個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容の決定について委任

を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の個人別の報酬の額の配分とする。当該権限が代表取締役
社長により適切に行使されるよう、代表取締役社長は、各取締役の個人別の報酬の額について、指名・報酬
委員会の助言・提言を踏まえて決定しなければならないものとする。
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ロ．取締役及び監査役の報酬等の総額等

区分 員数
報酬等の種類別の総額

報酬等の総額
基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役 8名 139,800千円 −千円 −千円 139,800千円

監 査 役 4 18,400 − − 18,400

合 計 12 158,200 − − 158,200
（うち社外役員） （7） （33,700） （33,700）

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役及び監査役の報酬等の総額には、2024年２月28日開催の第20回定時株主総会終結の時をもって退任した取

締役２名（うち社外取締役１名）及び監査役１名（うち社外監査役１名）を含んでおります。なお、当事業年度末日
現在の会社役員の員数は、取締役６名（うち社外取締役２名）及び監査役３名（うち社外監査役３名）です。

３．業績連動報酬等及び非金銭報酬等は支給しておりません。
４．取締役の報酬限度額は、2014年２月27日開催の第10回定時株主総会において、年額500百万円以内（但し、使用

人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、6名（うち社外取締役
１名）です。

５．監査役の報酬限度額は、2014年２月27日開催の第10回定時株主総会において、年額100百万円以内と決議いただ
いております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名（うち社外監査役3名）です。

６．取締役会は、代表取締役社長吉原知紀に対し、各取締役の基本報酬の額の決定を委任しております。委任した理由
は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の貢献度等について評価を行うには代表取締役社長が適していると判
断したためであります。なお、代表取締役社長は、指名・報酬委員会の助言・提言を踏まえて、委任を受けた内容を
決定しており、また、当該一任された権限が適切に行使されるよう、取締役会による一任の決議は、毎年、行うもの
としております。

⑤ 社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

地位 氏名 重要な兼職の状況

社 外 取 締 役 薄 井 充 裕 一般社団法人クリエイティブタウン推進機構共同理事長

社 外 取 締 役 岩 下 正 株式会社国際危機管理機構社外取締役

社 外 監 査 役 杉 俊 弘 ファーストブラザーズ投資顧問株式会社監査役

社 外 監 査 役 臼 井 丈 司法書士臼井事務所所長

社 外 監 査 役 金 田 好 広 金田好広税理士事務所所長
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（注）当社と、一般社団法人クリエイティブタウン推進機構、株式会社国際危機管理機構、司法書士臼井事務所及び金田好広税
理士事務所との間には、特別の関係はありません。社外監査役杉俊弘氏の兼職先であるファーストブラザーズ投資顧問株
式会社は当社の子会社であります。

ロ．当社関係者との親族関係
該当事項はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況

地位 氏名
出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役 薄 井 充 裕

当事業年度に開催された取締役会19回の全てに出席し、主に企業経営、金
融、地方創生等に関する豊富な経験と幅広い見識から、取締役会では当該視
点から積極的に発言を行っております。
特に事業のリスク管理面について専門的な立場から監督・助言を行うなど、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たし
ております。

社外取締役 岩 下 正

2024年２月28日就任以降、当事業年度に開催された取締役会14回のうち
13回に出席し、主に金融行政と金融業界における豊富な経験と幅広い見識か
ら、取締役会では当該視点から積極的に発言を行っております。
特に金融業界の動向について専門的な立場から監督・助言を行うなど、取締
役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たしてお
ります。

社外監査役 杉 俊 弘
2024年２月28日就任以降、当事業年度に開催された取締役会14回全て、
監査役会13回全てに出席し、警察庁に長年勤めた経験と幅広い見識から発
言を行うなど、取締役会及び監査役会の意思決定の適正性を確保するため
の適切な役割を果たしております。

社外監査役 臼 井 丈
当事業年度に開催された取締役会19回のうち18回、監査役会17回のうち
16回に出席し、司法書士としての専門的見地から発言を行うなど、取締役会
及び監査役会の意思決定の適正性を確保するための適切な役割を果たしてお
ります。

社外監査役 金 田 好 広
当事業年度に開催された取締役会19回全て、監査役会17回全てに出席し、
税理士としての専門的見地から発言を行うなど、取締役会及び監査役会の意
思決定の適正性を確保するための適切な役割を果たしております。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第24条第２項の規定に基づき、取締役会決議があった
ものとみなす書面決議が5回ありました。
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（3）会計監査人の状況
① 名称 清友監査法人

② 報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 32,000千円
（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明

確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。

③ 非監査業務の内容
該当事項はありません。

④ 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額について監査役会が同意した理由
監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査方針及び監

査内容などを確認し、検討した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等につき、
会社法第399条第１項の同意を行っております。

⑤ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合に、会計監査人

の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、

監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最
初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

⑥ 責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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（4）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主価値の向上という観点から、内部留保資金を成長投資に充てる必要があると認識する一方で、株

主の皆様に対する利益還元を経営の重要な施策の一つと位置付けており、配当については、継続的かつ安定的に
行うとともに、会社の成長に応じて中長期的に増加させていきたいと考えております。
当社グループの業績は、その事業の特性から、不動産市況をはじめとするマクロ経済の動向、取引の相手方の

意思決定等を含む様々な外部要因の影響を受けます。また、特に不動産投資案件については、個別案件の取引額
が比較的大きいため、特定の売買取引の成否及びその実現時期が期間損益に影響を与える結果、当社グループの
業績は短期的に大きく変動する可能性があります。
したがって、当社は、配当額の決定に際しては、毎期の利益に連動して配当額が変動する配当性向の基準では

なく、比較的安定かつ逓増傾向にある株主資本に連動する株主資本配当率（DOE）の基準が適切であると考えて
おります。
他方でDOE基準による配当金の増加ペースは緩やかであり、業績が大きく上振れした場合にはその利益還元を

即座に反映できないという側面もあります。
前記の考え方に基づき、配当については、業績に応じた株主還元とROE向上等の資本効率向上の観点から、従

来からのDOE2.0％を目安とした期末配当に加え、直前期の当期純利益が一定水準を超過した場合に、それを超
える部分を利益連動型の配当として還元（中間配当）することとしております。具体的には、直前期の連結損益
計算書における「親会社株主に帰属する当期純利益」の額が20億円を超過した場合、その超過分の40％相当額を
中間配当として還元いたします。
内部留保資金については、引き続き、当社が当社グループの成長の源泉として位置付け、既に事業の中核とな

っている自己勘定投資のための資金として活用することで、更なる企業価値の向上を実現し、株主資本の増加に
よる株主の皆様への利益還元の拡大を目指してまいります。
当事業年度の中間配当につきましては、１株当たり33円の配当を実施いたしました。また、期末配当金につき

ましては、１株当たり34円の配当を実施いたします。
なお、当社は、剰余金の処分の額及び剰余金の配当その他会社法第459条第１項各号に定める事項の決定は、

法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議による旨、また、期末配当の基準日は毎年11月30日、中間
配当の基準日は毎年５月31日とする旨定款に定めております。
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連結貸借対照表（2024年11月30日現在） （単位：千円）

科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産 58,651,289

現 金 及 び 預 金 4,817,134
信 託 預 金 1,242,795
売 掛 金 406,166
販 売 用 不 動 産 47,366,186
仕 掛 販 売 用 不 動 産 3,327,995
商 品 2,239
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 28,257
営 業 投 資 有 価 証 券 507,491
そ の 他 953,021

固 定 資 産 30,490,296
有 形 固 定 資 産 27,253,040
建 物 及 び 構 築 物 13,124,756
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 595,121
工 具、 器 具 及 び 備 品 70,992
土 地 12,431,713
建 設 仮 勘 定 1,030,456

無 形 固 定 資 産 1,328,296
の れ ん 884,979
そ の 他 443,317

投 資 そ の 他 の 資 産 1,908,959
投 資 有 価 証 券 98,771
そ の 他 の 関 係 会 社 有 価 証 券 67,409
繰 延 税 金 資 産 71,507
敷 金 及 び 保 証 金 361,799
そ の 他 1,309,471

資 産 合 計 89,141,585

科 目 金 額

（負 債 の 部）
流 動 負 債 5,747,191

短 期 借 入 金 71,000
１年内返済予定の長期借入金 3,462,916
未 払 法 人 税 等 530,012
株 主 優 待 引 当 金 23,725
そ の 他 1,659,536

固 定 負 債 58,487,289
長 期 借 入 金 53,154,598
ノ ン リ コ ー ス 長 期 借 入 金 1,486,502
繰 延 税 金 負 債 1,670,785
退 職 給 付 に 係 る 負 債 23,220
そ の 他 2,152,181

負 債 合 計 64,234,480
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 24,740,746
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 3,406,766
利 益 剰 余 金 21,511,406
自 己 株 式 △277,426

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 58,860
その他有価証券評価差額金 31,157
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 27,703

非 支 配 株 主 持 分 107,497
純 資 産 合 計 24,907,104
負 債 純 資 産 合 計 89,141,585

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書（2023年12月１日から2024年11月30日まで） （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 16,865,791
売 上 原 価 11,761,024
売 上 総 利 益 5,104,767
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,266,620
営 業 利 益 2,838,147
営 業 外 収 益

受 取 利 息 672
受 取 配 当 金 2,931
還 付 消 費 税 等 2,905
助 成 金 収 入 2,108
受 取 保 険 料 106,626
デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 71,000
そ の 他 17,791 204,036

営 業 外 費 用
支 払 利 息 642,724
支 払 手 数 料 147,658
そ の 他 58,123 848,506

経 常 利 益 2,193,677
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 308 308
特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 6,426
関 係 会 社 株 式 評 価 損 4,999
減 損 損 失 858 12,285

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,181,701
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 864,849
法 人 税 等 還 付 税 額 △67,677
法 人 税 等 調 整 額 △60,176 736,995
当 期 純 利 益 1,444,705
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 27,747
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,416,957

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書（2023年12月１日から2024年11月30日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 100,000 3,406,406 21,006,999 △278,086 24,235,319

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △911,513 △911,513

親会社株主に帰属する当期純利益 1,416,957 1,416,957

自 己 株 式 の 処 分 360 659 1,020

連結子会社除外による利益剰余金減少高 △1,036 △1,036

株主資本以外の項目の当連結
会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 − 360 504,407 659 505,427

当連結会計年度末残高 100,000 3,406,766 21,511,406 △277,426 24,740,746

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券評価

差額金 繰延ヘッジ損益 その他の包括利益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 62,416 25,333 87,749 104,829 24,427,898

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △911,513

親会社株主に帰属する当期純利益 1,416,957

自 己 株 式 の 処 分 1,020

連結子会社除外による利益剰余金減少高 △1,036

株主資本以外の項目の当連結
会計年度変動額(純額) △31,258 2,370 △28,888 2,667 △26,221

当連結会計年度変動額合計 △31,258 2,370 △28,888 2,667 479,206

当連結会計年度末残高 31,157 27,703 58,860 107,497 24,907,104

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2025年１月15日

ファーストブラザーズ株式会社
取締役会 御中

清友監査法人
東京事務所

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 人 見 敏 之

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柴 田 和 彦

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ファーストブラザーズ株式会社の2023年12月１日から2024

年11月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ファ

ーストブラザーズ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること

にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立
案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付
ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意
を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手
する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対
して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2025年１月15日

ファーストブラザーズ株式会社
取締役会 御中

清友監査法人
東京事務所

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 人 見 敏 之

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柴 田 和 彦

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ファーストブラザーズ株式会社の2023年12月１日から

2024年11月30日までの第21期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計

算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること

にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立
案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事
象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合
又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、2023年12月1日から2024年11月30日までの第21期事業年度における取締役の職務の執行に関して、
各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、

取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査室

その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実
施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社及びその子会社から成る当社グループの業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている
体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査
人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す
る品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する

事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人清友監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人清友監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年１月16日
ファーストブラザーズ株式会社 監査役会

常勤監査役（社外監査役） 杉 俊 弘㊞
社 外 監 査 役 臼 井 丈㊞

社 外 監 査 役 金 田 好 広㊞

以 上
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株主総会会場ご案内図

株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

車椅子等にてご来場の株主様には、会場内に専用スペースを設けて
おります。ご来場の際には、会場スタッフがご案内いたします。

東京都千代田区丸の内二丁目７番２号　ＪＰタワー・ＫＩＴＴＥ４階
ＪＰタワー ホール＆カンファレンス ホール１
電話 03-5222-1800

会 場

ＪＲ 地下鉄

ＪＲ「東京駅」丸の内南口…………………………徒歩約１分 東京メトロ丸ノ内線「東京駅」………………地下道より直結

ＪＲ京葉線「東京駅」………………………………徒歩約３分 東京メトロ千代田線「二重橋前＜丸の内＞駅」…徒歩約２分

都営地下鉄三田線「大手町駅」……………………徒歩約４分

丸の内中央口
丸の内南口

丸の内北口

東京駅

丸ビル 新丸ビル 三菱UFJ
信託銀行本店

丸の内二丁目
ビル

三菱ビル

東京ビル
TOKIA

三菱UFJ
銀行本店

日比谷通り 和田倉門
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丸の内ビル

郵船
ビル

千代田線　二重橋前＜丸の内＞駅 都営三田線　大手町駅
大手町

丸ノ内線　東京駅

至有楽町

丸の内オアゾ

丸の内
センタービル

馬場先門
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通
り

Ｊ
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京
葉
線　
東
京
駅

東
西
線　
大
手
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駅

アトリウム

東京シティアイ

東京中央郵便局
ゆうちょ銀行
本店

JR
東京駅

JPタワー ホール＆カンファレンス
（KITTE ４階）

（KITTE 1階 拡大図）

エレベーター
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